
１．重要な会計方針
　当財団では、「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　内閣府公益認定等委員会により公表された会
計基準）を採用している。
（１）有価証券の評価基準および評価方法
　　満期保有目的の債券　　　　償却原価法（定額法）を採用している。
（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　個別法による原価法を採用している。
（３）固定資産の減価償却の方法
 　 当期より、貸借対照表への表示方法を間接法から直接法に変更した。
　　①建物
　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以後に取得したものに
　　　ついては、定額法によっている。
　　②上記以外の資産
　　　　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定率法、平成19年4月1日以後に取得したものに
　　　ついては、定率法によっている。
　　　　また、平成25年4月1日より、定率法を定額法に変更した。
（４）引当金の計上基準
　　賞与引当金
　　　役職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期負担額を計上している。
　  退職給付引当金
　　　退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。
（５）消費税等の会計処理
　　消費税等の会計処理は、税込方式を採用している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　　投資有価証券 520,298,184 198,705 0 520,496,889

　　定期預金 1,974,095 0 0 1,974,095

小　　計 522,272,279 198,705 0 522,470,984

特定資産

　　退職給付引当資産 82,696,635 10,489,763 20,741,142 72,445,256

　　誘致助成金積立資産 5,000,000 700,000 700,000 5,000,000

　　開催準備資金貸付資産 8,000,000 2,000,000 2,000,000 8,000,000

小　　計 95,696,635 13,189,763 23,441,142 85,445,256

合　　計 617,968,914 13,388,468 23,441,142 607,916,240

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 当期末残高
（うち指定正
味財産からの
充当額）

（うち一般正
味財産からの
充当額）

（うち負債に
対応する額）

基本財産

　　投資有価証券 520,496,889 (0) (520,496,889) －

　　定期預金 1,974,095 (0) (1,974,095) －

小　　計 522,470,984 (0) (522,470,984) －

特定資産

　　退職給付引当資産 72,445,256 (0) (0) (72,445,256)

　　誘致助成金積立資産 5,000,000 (0) (5,000,000) －

　　開催準備資金貸付資産 8,000,000 (0) (8,000,000) －

小　　計 85,445,256 (0) (13,000,000) (72,445,256)

合　　計 607,916,240 (0) (535,470,984) (72,445,256)

財務諸表に対する注記



４．担保に供している資産

なし

５．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 6,760,500 1,263,755 5,496,745

車両運搬具 2,347,258 1,936,115 411,143

什器備品 7,732,516 5,926,541 1,805,975

ソフトウェア 2,109,450 1,371,387 738,063

合　　計 18,949,724 10,497,798 8,451,926

６．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　価 評価損益

利付国債10年　第268回02号 59,998,093 60,834,000 835,907

北海道債　H21年第2回 99,933,350 106,970,000 7,036,650

第30回共同市場公募地方債 179,822,069 183,150,000 3,327,931

利付国債30年　第11回 180,743,377 189,680,400 8,937,023

合　　計 520,496,889 540,634,400 20,137,511

７．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金

　静岡市補助金 　静岡市 － 142,669,828 142,669,828 －

負担金

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　静岡市 － 9,295,000 9,295,000 －

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　焼津市 － 500,000 500,000 －

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　藤枝市 － 450,000 450,000 －

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　島田市 － 250,000 250,000 －

　コンベンション・シティ推進事業負担金 　静岡商工会議所 － 500,000 500,000 －

合　　計 153,664,828 153,664,828

８．関係当事者との取引の内容

該当なし

９．重要な後発事象

該当なし


